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研究成果の概要（和文）：戦前・戦中・戦後にわたる長期の家計行動のダイナミックスを捉える目的で、戦前期
の農家経済の調査のデータベース化と、主として戦後期の日本の家計簿のデータベース化を進める作業を行って
きた。その結果、農家経済調査のデータベース化は1931-41年の期間については終了した。また家計簿について
は、55世帯分のデジタル画像化を済ませた。これらのデータベース化と並行して、日本の家計行動のダイナミッ
クスについて実証的な研究を様々な角度から行った。それによって日本の家計が社会的変動に対してどのように
対処してきたかが次第に明らかになってきた。

研究成果の概要（英文）：The "Long-Term Dynamics and Its Institutional Analysis of Household Behavior
 over The Pre-War, During-War and Post-War Periods" are analyzed by means of Agricultural Household 
Survey (the Databases of the Ministry of Agriculture and Forestry (MAF) Survey of Farm Household 
Economy (SFHE): the MAF SFHE Databases) in the pre-war period and of Kakeibo (household financial 
diaries) in the post-war period. These survey data are converted into digital form, so that we can 
analyze them in a computer, we have completed its digitalization of Agricultural Household Survey up
 to a period from 1931 until 1941.
 At the same time, we conducted empirical research of the long-term dynamics of household behavior 
in Japan.  It becomes apparent that how the Japanese household reacted to the external shocks such 
as The Great Depression in 1929 and The World War II.

研究分野： 計量経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は日本社会の長期にわたる家計データを収集し、それに基づいて家計が社会的変動にどう対応してきたか
を統計的に明らかにしようとするものである。そのためにはできる限り同一の家計を長期にわたって追跡できる
長期パネルデータが必要となる。本研究では、戦前期は農林省が行った農家経済調査と戦前・戦中・戦後にわた
る日本家計の家計簿をデジタル画像化し、現代の統計分析に耐えられるデータベースを構築した。このデータを
作成し、それを分析することで多くの政策的含意を導くことが可能になった。さらにこのデータベースを広く公
共財として提供することで、日本のこの分野における学術研究が進展することにも寄与することが期待できる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
日本の家計に関するミクロ経済学的な実証研究は、これまで 1970 年代以後のデータを用いて

行われてきた。しかし、戦前・戦中・戦後、そして高度経済成長期に、家計がその経済環境の変
化にどのように対応したのかを分析することは、今後の政策立案に対しても極めて重要な情報
を提供してくれる。そこに注目して本研究を開始した。 
 
２．研究の目的 
戦前・戦中・戦後にわたる長期の家計行動のダイナミックスを捉える目的で、戦前期の農家経

済の調査のデータベース化と主として、戦後期の日本の家計簿のデータベース化を進める作業
を行い、同時に戦前・戦中期の農家の経済行動の実証分析を行う。 
 
３．研究の方法 
研究方法は歴史的データのデータベース化や、その調査の書誌情報や方法論の検討を行うこ

とからはじめ、データベースが蓄積されるに応じて現代的な計量経済学の手法（特にパネルデー
タ分析）、経済理論を用いて分析を行う。 
 
４．研究成果 
本研究は日本社会の長期にわたる家計データを収集し、それに基づいて家計が社会的変動に

どう対応してきたかを統計的に明らかにしようとするものである。そのためにはできる限り同
一の家計を長期にわたって追跡できる長期パネルデータが必要となる。本研究では、戦前期は農
林省が行った農家経済調査と、戦前・戦中・戦後にわたる日本家計の家計簿をデジタル画像化し、
現代の統計分析に耐えられるデータベースを構築した。このデータを作成し、それを分析するこ
とで多くの政策的含意を導いた。さらにこのデータベースを広く公共財として提供することで、
日本のこの分野における学術研究が進展することにも寄与した。 
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